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The Japanese economy has stagnated throughout the 1990s because economic policy 
set by monetary authorities has met with failure. This recession, called “Heisei 
Fukyo,” has altered the structure and operating procedures of many industries. It has 
been reported, for example, that a large retailer, Ito-Yokado, has entered into banking. 
Modern monetary systems are based on computer technology, and the consumer credit 
industry has also made use of computer-related technology, such as cash dispensers 
(CDs), automatic teller machines (ATMs), credit-authorization terminals (CATs), and 
other computer networking systems. In this paper, I will describe how a major 
merchandising group is developing a new system that is expected to provide 
considerable variety in consumer purchasing styles and in ways accounts are settled. 
 
 
Ⅰ．はじめに 
 
バブルの崩壊による不良債権の増大と日本型金融ビッグバンが引き金となって、金融機
関の再編が相次いでいる。本来金融業とは銀行と証券会社、保険会社の業務を指すが、融
資という観点から解釈の枠を広げるとノンバンクと呼ばれる消費者金融会社やクレジッ
ト・カード会社、リース会社なども金融業者といってよいだろう。このような金融業の枠
組みは基本的に、融資と預金、ないしは金融情報の生産・処理主体に充てられているので、
従来の官庁の分類のように銀行、金融、証券だけを金融機関とみなすこと自体もはや無理
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がある。例えば、同種のクレジット業務を行っていても販売信用は通産省、消費者金融は
大蔵省が統轄主体だが、このような管理手法が整合性を有する市場環境を創りだせないこ
とは明白である。 
クレジット・カードの分野では、銀行系と流通系、信販系クレジット会社の 3 系列で
90%以上のシェアを占めるが、流通系や信販系はどちらかというと、銀行系よりは銀行本
体と距離があるとみなされている。銀行が銀行系クレジット会社に出資していることもあ
るが1)、クレジット業務やリース業務は銀行の周辺業務とされているものの、顧客の支払
い口座を本体の銀行に設けることから、顧客とクレジット会社、銀行の 3 主体は他の二系
列よりは密接な関係にある。このことは銀行や銀行系クレジット会社のポジションよりも
むしろ、顧客たる消費者の側からこの一連の取引ループをみたときにより鮮明になる。こ
のクレジット決済情報システムの一元性が最も際立っているものはバンクPOS（デビッ
ト・カード決済）である。オンライン処理ならば、顧客の財・サービス購入とその購入情
報の電送、決済処理が瞬時になされるため、そのような決済処理を可能にするシステムの
存在を消費者は明確に認識することができる。さらに電子マネーのような財・サービス購
入を伴わない純粋な貨幣の振替では、消費者はそのシステムが高度なセキュリティー技術
に支えられたデジタル・マネーであることを否応なしに理解しなければならない。今や、
高度に情報化された貨幣の進化が、金融機関やクレジット産業における従来の金融の枠組
みを変えようとしているのである。流通業大手のイトーヨーカ堂の銀行業務参入2)のニュ
ースは金融関連のみならず各方面に波紋を投げかけているが、上述のように消費者が「情
報マネー」を十分に咀嚼しているという意味では機は熟したとみるべきで、こうした異業
   
 表Ⅰ－1：イトーヨーカ堂銀行の概要  
 1. 資本金は 150億円（500億円まで増資）。  
 2. 2年目に黒字転換、2～3年後に上場予定。  
 3. 傘下の 9,700全店舗に一台以上の ATMを設置。  
 4. 振込手数料などで収益の 7割程度を確保。  
 5. 企業向け融資は行わない。  
 6. 運用は国債と高格付けの流動資産に限定。  
 7. 将来的には保険・投資信託などの金融商品も販売。  
 8. 日銀ネット決済システムに参加。  
 9. 信託機能を活用し、グループ資産の流動化を実施。  
 10. イトーヨーカ堂と新銀行の役員兼務はしない。  
 11. イトーヨーカ堂グループは 1千億円程度の余裕資金を預ける。  
 12. 店舗利用客や口座を開設した顧客から預金を受け入れる。  
 出所：『日本経済新聞』1999,11,26.  
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種企業の銀行業務参入は今後も起こりえる話である。（イトーヨーカ堂銀行（仮称）の骨
子については表Ⅰ－1を参照のこと。） 
以上のような観点から、本稿では金融再編のサイド・ストーリーともいえる流通企業の
銀行業務に的を絞り、今後の展開を考えてみたい。 
 
 
Ⅱ.リテール・バンキングの特殊性 
 
企業金融は通常相対取引であるから、個々の融資についてリスク管理が行われると考え
てよいが、消費者金融は大量顧客を対象とするため、約款に従ったシステマティックな取
引とならざるを得ない。もちろん、カード貸与時や個品取引においてマニュアルに則った
与信審査はする。しかし、顧客がある一定の要件を満たしており、個人信用情報機関のブ
ラック・リストにでも名前があがってないかぎり、融資ないしは信用供与を拒絶する理由
はない。かくして、小口金融はマニュアルを最大限に活用し、電子情報決済システムに強
く依存したものとなる。頼母子講や碗舟などから端を発したといわれる消費者信用の最終
的な姿が見えている現在、将来の消費者関連の金融ビジネスを想像することはそう難しい
ことではない。 
まず、冒頭で示唆したように、融資形態は財・サービス購入の背後で機能するタイプの
金融（ないしはクレジット）と純粋に貨幣の流れに関連するものとに大別できるが、これ
までの分類法でいうと、プリペイド・カード、バンクPOSとマンスリー・クリア、個品割
賦購入斡旋、リボルビングなどは前者に、電子マネーやカード・ローン、各種ローン、キ
ャッシングなどは後者に含められるだろう。これらは概ね従来の販売信用と消費者金融に
該当するが、プリペイド・カードやバンクPOS、電子マネーが含められているために、ク
レジットの伝統的解釈に固執するものには容認し難い分類に映るかもしれない3)。だが、
前述したように、そうした分類法は行政の管轄区分から派生したものであり、情報システ
ムの依存度が極端に高い現在では、もはやこの種の古典的分類ではクレジットはもちろん
のこと、リテール・バンキングの解釈も誤る可能性がある。 
リテール・バンキングが相対取引ではコストと時間の面で引き合わないとすれば、現在
のような個人信用情報機関を最大限に活用した小口金融で行くのは当然だが、小口で大量
取引を迅速にやる手段はもちろんコンピュータ・ネットワーク・システムをフルに活用す
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るしかない。したがって、リテール・バンキングはコンピュータ・テクノロジィーの進歩
状況に大きく左右されることになる。むろん、ファーム・バンキングのように企業金融も
ネットワーク・タイプの電子マネーによって銀行間決済をバイパスする（ネッティング）
技術が現実化しているが、取引数量の点でリテール・バンキングは企業金融をはるかに凌
いでいる。 
 
 
Ⅲ．流通のネット化と流通業者のメリット 
 
大規模な店舗を構え、大量販売・大量仕入による販売方法は、これまで小規模小売店舗
の脅威となってきた。消費者からすれば、同一店舗内で異なった商品アイテムを比較的安
価で購入できるというのが最大のメリットだが、これまでの流通業・小売業者の競争手段
については、こうした集客能力をいかにして高めるかということに主眼が置かれてきたと
いってよい。わが国の大手小売業者の戦略行動は概ね店舗の大型化で競ってきたが、出店
コストや不況による消費の冷え込みなどから、大型小売店舗がもはや競争手段として優位
性を示すものとはいえなくなった。集客能力と販売高を増加させるといっても、結局は当
該地域の人口によって全体の消費総量は制限され、小売店舗はそのシェア争いをしている
に過ぎない。国道 16 号線沿線に相次いで出店された大駐車場完備の大型スーパーは、確
かにその購買者の居住半径は拡大できるが、それも限界はある。スーパーへの買い物に
10～20Km の遠隔地から訪れる顧客層がどれほどいるか推して知るべしである。競争手段
というのは、店舗の大型化に代表される資本の大きさに依存するものから、店舗規模に関
係なく行われるディスカウント、広告などの一般的なものまで多種多様である。しかしな
がら、上述のような理由で既存の大型店舗は次なる販売戦略に移行しなければならない。 
通信技術やコンピュータ管理技術の進歩によって、顧客登録や顧客情報のデータベース
化、商品のデリバリー・サービスが迅速かつ低コストでできるようになった。これを効果
的に利用したのが、無店舗販売（non-store selling）である。百貨店やスーパー、コンビ
ニ、ディスカウントのような一般的な店舗販売に比べ、店舗を構えない分低コストにでき
るが、商品を手に取れない、商品入手までのタイムラグなどのデメリットのため、店舗販
売を補完するものと考えられてきた。最寄品や買回品を通信販売にするというのは合理的
でないし、専門品も消費者の嗜好性の強いものはやはり店舗購入になる。もはやこのよう
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な商品の種類による店舗・無店舗販売の棲み分けはある程度定着した感がある。顧客誘
因・大量販売といったこれまでの図式に通信ネットワークに依存した無店舗販売を付加し
たとしても、そう大きなシェアを奪えないのではないかというペシミズムが出たとしても、
これを完全に否定できる説得力のある競争手段がそうあちこちにあるわけではない。 
だが、店舗規模を固定にしておいて、顧客数を最適値に保ち利益を極大化するという戦
略は現実的で長期的に有効である。一定数の顧客が確保でき、販売高が既知（したがって
仕入量と在庫が既知）となるなら、限定された店舗規模での利益の極大化戦略が取りやす
くなる。これまでの顧客争奪戦略とは趣を異にする最適規模での利益極大化である。この
ような操業状態を実現するための条件は、いうまでもなくこれまで以上の顧客の固定化で
ある。かつて採られたスタンプ・サービスやカード化販売（顧客にクレジット・カードを
貸与し固定化をはかる）などもある程度有効な販売戦略であったが、絶対的なものではな
かった。上述の固定規模の最適操業を維持できれば、企業は以下のメリットを享受するこ
とになる。 
(1) 長期的に安定な利益獲得源。 
(2) 最適規模で操業することによるコストの最小化。 
(3) モデル店舗のユニット化。 
最適規模で経済的利潤が獲得できていれば、理論的には当該店舗は恒常的に存続可能で
ある。あるいはかりに経済的利潤がゼロであったとしても、当該企業は存続可能である。
このような操業状態が実現できるということは、コンテスタブル・マーケットの理論にお
けるサスティナブルな産業に類似しており、長期的に維持可能である。また、現実の店舗
経営において、最適規模で操業できるということは最適な在庫や従業員配置によるコスト
の最小化が可能となる。小売業では日々の需要変動および季節的変動に販売体制を整える
というのは、意外と大きな負担である。顧客の固定化というのはこの意味で需要の変動を
最小限にするか需要の変動に的確に対処できるということである。モデル店舗のユニット
化とはこれまで以上に、地理的条件やデモグラフィック的条件に左右されない店舗設計が
できるということである。過去の経験に基づいて顧客数・需要量を推計して店舗規模を決
定するのは従来と同じだが、流通系銀行（後述）の顧客層をコア客と見込むことで、顧客
数・需要量の変動要素が特定しやすくなるため、店舗規模の設定が容易になるはずである。
店舗内に設置されてある CD（現金支払機）と ATM（現金自動預け払い機）にアクセス
する（つまり、当該流通系銀行に口座を開設してある）顧客数が概算できれば、ある程度
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自動的にスーパー、コンビニの来客数が推し量れることになる。すなわち、これまでの地
理的・デモグラフィック的要因による出店地域と店舗規模の決定に、流通系銀行の契約者
の要素が加わることになり、店舗設計を定型化しやすくなる。 
 
 
Ⅳ．流通系銀行の特徴 
 
流通業者がリテール・バンキングに着手するということは、当然のことながら、自店舗
および系列店舗に CD や ATM を設置するということである。消費者から見ると当該流通
業者の発行するキャッシュ・カードはそのままデビット・カードにもなりうるから、これ
にクレジット・カード機能や IC型電子マネーを付加することで、（1）現金引き出し、預
金、振替、（2）現金支払、（3）バンク POS 支払、（4）電子マネー支払なとが一枚の
カードで済むことになる。いとも簡単にキャッシュレス支払が実現するわけだが、情報決
済の観点でいうと、（1）―（3）ではオンラインの電子情報決済システムへのアクセス・
カードとして、（4）はオフラインの貨幣として使えることから、消費者はオンライン＆
オフライン・カードを持つことになる。もちろん、既存の銀行でもこれらの機能を有する
カードを発行することは可能であったが、バンク POS の場合は加盟店と銀行本体は利益
獲得についての協調行動をとらねばならなかった。すなわち、相互の利益になるために販
売促進と手数料徴収がそれぞれの主体で満足すべき水準で設定されねばならず、この点が
うまくいかない場合には、その負担が消費者に課される（eg. 手数料額）ことにもなりか
ねない。しかし、流通業者のカード業務や融資業務はほとんど自社の販売促進に向けられ
るため、規模や操業の決定に際して最適値を選択しやすくなる。また、消費者の側でもお
そらくは複数のカードで一つの取引を行うという煩わしさから解放されることになる。た
とえば、キャッシュ・カードで銀行から現金を引き落とし、異なる銀行発行のクレジッ
ト・カードやバンク POS カード、電子マネーで支払うというのはやっかいな作業である。
もちろん、キャッシュ・カードとバンク POS カードのように一体化されているものもあ
るが、一般性・汎用性を第一に考えれば、カード枚数は少ない方がよい。 
このようなカードの集中化を目指す流通系銀行（かりに今回の新規参入銀行をそう呼ぶ
と）は、この特徴を最大限に活かして新しいタイプの業務につくことができる。消費者が
基本的にカードの集中化を歓迎しており、そのカードを利用することで何らかのメリット
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を享受できると考えるならば、当該カードを優先的に使う誘因を持つだろう。そのとき、
流通系銀行は流通系店舗を有していることが有利に働き、顧客の囲い込みの条件を整える
ことができる。ここでいう条件とは財・サービス購入先でポイント・サービス等のプレミ
アムがつけられていたり、現金引き落とし、預金、振替、キャッシングなどが、その店頭
で行えることである（24 時間それが可能となるといっそうメリットは高くなる）。そし
て、流通系企業が情報の発信源となり、あらゆるアメニティー情報や生活情報を提供する
ことである。このように、従来の銀行では対応できなかった流通系銀行の広範囲の業務活
動は、前述した大型店舗を基地としてマーケティングの限界を超える可能性を持つことに
なる。いうまでもなく、現代の金融は電子情報決済（振替）システムに支えられたもので
あるから、端末（CD，ATM）の管理とセキュリティーの問題さえクリアすれば、比較的
低コストでリテール金融業務に着手できるであろう。こうした決済システムに消費者がア
クセスできることによって、非店舗型の財・サービス（単純に無店舗適合型商品・サービ
スといってよい）のマーケティングがやりやすくなるはずである。おそらくは流通のもつ
物理的な限界すなわち店舗へのアクセス、商品選択時に発生する情報不足などの問題をそ
れより大きな枠組みでシステム化されている金融情報システムが補完することになるであ
ろう。この新しい流通系銀行は、もはや単なる金融機関ではない。生産者と消費者を直結
させる情報ネット企業である。俗物的表現をすれば、「賢いカネの使い途を種々の消費情
報とともに、融資業務・フィー業務を行い、しかもその両者（入口と出口）を同一企業
（ないしは同一グループ）で押さえるわけである。」 
 
 
Ⅴ．流通系銀行の実現可能性 
 
イトーヨーカ堂のケースではソフトバンクと東京海上火災、オリックスが共同出資で、
日本債権信用銀行の子会社の日債銀信託銀行を買収するか、新規に銀行免許を取得して銀
行業に参入するというものである4)。豊富なキャッシュ・フローを武器にするというが、
金融戦国時代のこの時期にあえて名乗りをあげるからにはそれなりの勝算があるのであろ
う。そもそもネット・バンキングで先を行っているものやこの種の銀行の先人がいるわけ
ではない。つまり、この形態で参入するかぎり、どの銀行の戦略・パフォーマンスも大同
小異であり、スタートラインは同じであるといってよいだろう。コンピュータ・ネットワ
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ーク技術がつねに「現在進行形」であるかぎり、これを基礎にする業務・業界もまたつね
に現在進行形なのである。ただ、流通系の顧客の囲い込み戦略という観点からは、先行者
の経験が参考になるかもしれない。 
クレディセゾンは西武グループの金融事業の拠点となる流通系クレジット会社である5)。
1988年にはSAISON＋VISA，SAISON＋Masterカードを発行することで業績は順調に伸
び、カード発行枚数も現在 1140 万枚と好調である。クレディセゾンの戦略の基本はデー
タベース・マーケティングである。同社がリレーションシップ・マーケティングと呼ぶ競
争戦略は、顧客データベースを基礎に顧客をセグメント化し、個々の顧客に適合した商
品・サービスを提供しようというものである。たとえば、1998年 10月からセゾンカード
会員に自動車保険の通信販売を開始するなど、きめ細かなサービスを提供している。そう
した努力が結実し、クレディセゾンはクレジット・カード会社上位 5 位中唯一シェアを伸
ばしている。 
イトーヨーカ堂の場合はクレディセゾンに比べて、さらに強固な戦略が展開できる。ク
レジット業務に限らずリテール・バンキングの最大のネックはコンピュータ端末たるCD，
ATMの設置台数である。今後はスーパーや百貨店内にCD，ATMを設置するインストアブ
ランチ（店舗内店舗）に取り組む銀行も多く（図Ⅴ－1 参照のこと）、顧客の固定化に積
極的である。さくら銀行は 1999 年 2 月 4 日にコンビニエンス・ストア大手のエーエム・
ピーエム（am／pm）と業務提携し、am／pm店内にATMを 600 台設置すると発表した6)。
三和銀行もすでに約 240 店舗にCDを設置している。いうまでもなく、イトーヨーカ堂グ
ループはセブンーイレブン・ジャパンなど国内に約 9300 店舗を有しており、当座はすべ
 
図Ⅴ－1：都市銀行のインストアブランチの取組状況 
銀行名 ATM24 時間稼働 店舗内店舗 今後の計画 
さくら 時間延長を優先 0 ローン専門店を増設。店舗内店舗は 99
年度上期に設置 
東京三菱 11 0 ATM とコンピュータ端末のみの無人店舗
を増設へ 
富士 10 0 3 月末に店舗内店舗設置 
住友 10 0 専門担当者による電話相談を予定 
大和 0 1 2000 年 3 月までに関西を中心に店舗内
店舗を 10 店開設 
三和 時間を大幅延長 0 3 月から ATM の 365 日 24 時間稼働実施 
東海 365 日稼働へ 1 4 月に ATM の休日稼働時間を延長 
あさひ 休日稼働時間延長 0 休日稼働の ATM を拡大へ 
出所：『日本経済新聞』(1999,2,1.)から抜粋。
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てとはいかなくてもやがてこれらの店舗にCD，ATMが設置されれば、一大ネット・バン
キングが誕生することは明らかである。冒頭で示唆したように、リテール・バンキングは
ネット・バンキングが必然であるから、こうした端末をどれほど多く設置できるかが競争
に打ち勝つための要件となる。リテール・バンキングにおけるCD，ATMはあたかも金融
機関の支店に該当することになり、いわゆる範囲の経済性の利益が得られると考えられる
からである。流通最大手のイトーヨーカ堂の銀行業務参入は、小口金融やフィー・ビジネ
ス、クレジット・ビジネスの分野で一大潮流を巻き起こすであろう。 
 
 
Ⅵ．むすびにかえて－流通系銀行の将来 
 
デジタル技術は現代社会を根底から変える力を持っている。金融システムに限定してい
えば、オンライン・システムの構築により貨幣を情報化させ、現在の電子情報決済主体の
「マネー・インフラ」を造り上げた。そして、ついに金融機関固有の牙城と思われていた
バンキングに他業種が本格参入するときを迎えたのである。制度的には日本型金融ビッグ
バンを頂点とする一連の規制緩和、経済環境ではバブル崩壊による金融不況、技術的には
コンピュータ・ネットワークの進展とおそらくはこれらの 3 つの要素のどれを欠いても今
回の流通系銀行の話は出なかったかもしれない。 
金融機関というと預金業務を行うため、厳格な審査に基づく限られた業者しか操業でき
ないとの印象があったが、預金業務は銀行の固有業務でみても必ずしも主業務と位置づけ
られない。昨今の消費者金融業の隆盛をみると、預金業務を持たない金融機関（この場合
はノンバンク）でも十二分に融資機能を果たしていることがわかる。われわれは制度的お
よび伝統的に金融機関をかなり硬直的にとらえてきたが、ひと度そのような制約を解けば、
融資主体はすべて金融機関であり、「銀行」に匹敵する経済的役割を持っているのである。
たとえば、日本銀行は市中銀行の貸し手であるが、一般消費者や企業に直接融資する銀行
ではない。もちろん一般企業・消費者から預金も受け付けない。反対に、一般消費者や企
業に直接貸付する消費者金融会社やリース会社、流通系クレジット会社、信販会社などは
定義上銀行ではない。現代のような融資主体が多岐に渡っている状況では、金融機関の再
定義が必要である。 
すでに金融機関は新しい時代に突入している。大口ではデリバティブなどのグローバ
－91－ 
埼玉女子短期大学研究紀要 第 11号 2000.03 
ル・マネー、小口では本稿で取り上げたリテール・バンキングである。これらの共通点は
何れもコンピュータ技術に全面的に依存していることである。前者は情報分析についての
技術であるのに比して、後者はどちらかというとシステムについてのコンピュータの利用
であるから、コスト的に見合えば利用度はこれまで以上に高まるであろう。いうまでもな
く、顧客一人一人が端末を持つ、すなわち個人の所有するコンピュータが CD，ATM の
機能を果たすことであるが、もちろんこのときの貨幣は電子マネーである。流通系銀行は
上述した範囲の経済性を最大限に発揮すれば電子マネーの管理主体になる可能性は高い。
したがって、今回の流通系企業の金融業参入はそうしたリテール・バンキングへの第一幕
に過ぎず、今後の展開次第ではこの流通系銀行が金融産業内で確固たる地位を築くかもし
れない。これについては紙面を変えて論じる予定である。 
 
 
注 
 
(1) 銀行と銀行系クレジット会社の概要については以下の文献を参照せよ。宮崎 隆「銀行系クレジッ
ト会社の現状と問題点」『商学研究科紀要』37，早稲田大学大学院商学研究科 1993,11,25. 
(2) 『日本経済新聞』(1999,11,12.)によれば、イトーヨーカ堂はソフトバンクの呼びかけに応じてネッ
ト・バンキング業務に参入する。また、同年 11 月 26 日付けの『同新聞』では当初選択肢にあげら
れていた日債銀買収は断念し、銀行免許取得の方法で決済専門銀行に着手すると報じられている。 
(3) 電子マネーが消費者に与える影響については以下の文献を参照せよ。宮崎 隆「電子情報決済シス
テムと消費者：電子マネーを中心に」『日本消費経済学会年報』19，日本消費経済学会 1998,3,31.  
(4) 『日本経済新聞』(1999,11,12.)では、何れかを検討しているとあったが、その後の新聞報道(『日本
経済新聞』(1999,11,26.))では日本債権信用銀行の買収を断念し、銀行免許取得のため 11月 25日に
設立趣意書を金融監督庁に提出した。 
(5) 以下のクレディセゾンのデータは、インターネット・ホームページによる。 
(http://www.saison-card.co.jp/card/ci/jcorporate/corpj/interview.htm) 
(6) 『日本経済新聞』(1999,2,5.) 
(1999,12,24.) 
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